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る。そのため、40 歳以上 65 歳未満の医療保険加入である第 2 号被保険者となる者は、介護保
険料を負担しつつも、実際の介護保険給付となると、加齢を原因とした 16 の特定疾病に限定さ















































































































　若干、高齢障害者の動向に触れておく。居宅の身体障害者である 386.4 万人（平成 23 年）のう
ち、65 歳以上は 265.5 万人（68.7％）となっている。わが国の総人口に占める 65 歳以上人口の割
合はこの調査が行われた当時 23.3％（平成 23 年）であり、身体障害者の高齢化が著しいことを示
している （19）。






















年齢については、機能訓練施設で機能訓練を受けた年齢が 59 歳以下は 62％、60 代が 23％、70
代が 13％、80 代以降が 2％、機能訓練以外の施設によるものでは、59 歳以下が 46％、60 代が


















































































































医療については国民皆保険（一部、医療扶助。なお、75 歳、一部 65 歳に達した重度障害者は自治体が保険者の


















　②　 在宅の障害者（当初、在宅のままであれば介護保険第 2 号被保険者とする。かつ、障害の原因が、介護保険
の特定疾病を原因としない者）が 65 歳に達して、介護保険 1 号被保険者として、直接、介護保
険施設に入所する場合。













































































































































用への影響　― 65 歳問題を中心にして―」（平成 30 年 2 月 17 日）の一部を利用している部分がある。）
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